
資料３ 

    「新たな下請代金債権保全策」に係る予算要求事項 

 

平成２２年９月１０日 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 



払ボ ド び 方 次 成 援措 を 算

「新たな下請代金債権保全策」に係る予算要求事項 

  支払ボンド及び信託方式について、次のとおり助成・支援措置を予算要求している。 

●支払ボンド 
 
（１）保証料の助成        ６．２億円の内数 
（２）再保証のための基金 建設業債権保全基金の活用（制度要求）（２）再保証のための基金   建設業債権保全基金の活用（制度要求） 
                           （平成２１年度第２次補正予算 ４６億円） 

●信託方式 ●信託方式
 
（１）信託報酬の助成        ６．２億円の内数 
（ ） 請 資金繰り支援 建設業金融 滑化基金 活 （制度 求）（２）元請への資金繰り支援  建設業金融円滑化基金の活用（制度要求） 
                           （平成２０年度第２次補正予算 １３億円） 
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支払ボンドに係る予算要求事項 

○ 元請企業の倒産に伴い下請代金の不払が生じた場合に、保証機関が下請企業の未払債権額の支払を保証○ 元請企業の倒産に伴い下請代金の不払が生じた場合に、保証機関が下請企業の未払債権額の支払を保証
することにより、下請代金債権を保全する。 

○ 元請企業は、保証証書（支払ボンド）をあらかじめ発注者に提出するが、支払ボンドを得るために、保証機関
に対して保証料を支払う。 

再保証料 
（積み立て） 公共発注者  保証料助成  

６．２億円の内数 

①ボンド申込 

②再保証の申込 
５年度目 

施工 
請負代金 
支払い 

再
保
証
の

④ボンド提出 

・超過損害リスク 

元請 

３年度目

４年度目 

再保証料収入 
の積立増加 

③ボンド発行 
保
証

の
た
め
の
基

・故意・重過失

施工  下請代金支払い 
（手形の決済を含む） 

２年度目 

３年度目証
機
関 

基
金
（
超
過
損

下請

制度導入初期にお
いて超過損害が発
生した場合に備え
るための引当金 

害

（元請倒産時） 
⑤保証金の支払＊  ⑥再保証 

損
害
プ
ー

下請
国費 （建設業債権保全

基金４６億円の活
用） 

・超過損害リスクの発生時

・制度導入当初に、保証機関の自
己責任分で不足する場合 

ー
ル
） 

＊未払債権額の支払 
（未決済の手形を含む） 
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信託銀行を活用した下請代金債権の保全（併存的債務引受） 

○ 元請が工事請負代金債権を信託銀行に信託した上で 信託銀行が信託財産を限度に元請と併存して下請代

信託方式に係る予算要求事項 

○ 元請が工事請負代金債権を信託銀行に信託した上で、信託銀行が信託財産を限度に元請と併存して下請代
金債務を引き受ける（併存的債務引受）。 

○ 通常時は元請が下請代金を支払い、元請倒産時は信託銀行が未払債権額を支払う。 

公共発注者 

⑦支払

②請負代金債権を信託

（併存的債務引受） 

⑥請求 
⑦支払

①請負代金債権の信託譲渡の承諾 
信託報酬助成  

６．２億円の内数 

②請負代金債権を信託
（＋下請代金債務引受） 

⑤月次報告 

⑧受益権償還

信託銀行 
【受託者】 

元請 
【委託者・受益者（※１）】

受益権を活用した 
資金調達スキーム 

⑨請求（元請倒産時）

⑧受益権償還
【委託者 受益者（ ）】

④
支
払

③
請
求 金利等の助成

（※手形の決
済を含む） 

⑩支払（元請倒産時） 

⑨請求（元請倒産時） 

出来高査定人 
下請 

【信託債権者（※２）】 

払 求 金利等の助成 

（建設業金融円滑化基金 
       １３億円の活用） 

※下請の未払債権額の支払

（※１）受益権（請負代金債権から下請代金債務を除いたもの。）を保有 

（※２）信託債権（信託財産を引当とした受託者に対する債権。受益権に優先する。）を保有 

債 額
（未決済の手形を含む） 
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